
 

令和５年度第１回愛媛県日本型直接支払検討委員会の開催結果 

 

１ 会議の名称  

令和５年度第１回愛媛県日本型直接支払検討委員会 

 

２ 開催方法  

書面開催  

 

３ 開催通知  

令和５年 11月 29日（水曜日） 

 

４ 報告者  

委員７名 

 

５ 議事 

  多面的機能支払交付金の施策評価報告書（案）について 

 

６ 主な意見等 

・多くの組織で高齢化が進行していることから、活動の継続等に向けた取組において

は、デジタル技術の活用、若者・女性など多様な参加者、教育機関との連携などは不

可欠であり、これらが効率的に展開できるよう支援する必要がある。 

・幅広い団体等の協働参画は、担い手の負担軽減になるが、連絡・調整役となるリーダ

ーは経験やノウハウも必要で負担が増えることに対する配慮が必要である。 

・農業従事者以外との連携については、外部の有識者の団体からのアドバイスが有効

である。 

・事例の情報発信は、広報活動の実施だけでなく、説明会や意見交換会などを活用し、

各組織にとって必要な情報提供等の支援が必要である。 

・取組の推進における他組織との意見交換や交流は、現地研修や視察が特に効果的で

ある。 

・地域住民が高齢化しており、制度の簡素化や人的サポートが必要である。 

 



多面的機能支払交付金

施策評価報告書（案）の概要
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愛媛県農林水産部
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１ 施策評価について （１）第三者委員会の役割について

○都道府県の第三者委員会は、都道府県推進事業として設置・運営することとされており、交付金の毎年度の実行状況の
点検、取組の評価、指導・助言を等を行うこととなっている。

○愛媛県では、活動組織の自己評価や自己評価に基づく市町村評価等を参考に、毎年度、取組状況や交付状況、推進に関する
必要事項等について指導・助言いただいているところ。

○今年度は、毎年度評価いただいている内容に、国が令和４年度に実施したアンケートの結果や令和４年度から新しくなった
自己評価・市町村評価の結果、新たに収集した事例を踏まえ、第２期（令和元年～令和５年）全体としての評価（施策評
価）を実施。

目的：実行状況の点検、活動組織の取組の評価

交付金の実行状況の点検

・取組面積、活動組織数

①実施状況
・活動実績（実施項目数、実施割合等）
・交付金の支出内訳
・活動参加人数 等

②活動組織の自己評価及び自己評価に基づく市町村評価

活動組織の取組の評価

活動実績、
自己評価、
アンケート、
事例

活動実績・
自己評価を
もとにした
市町村評価

第２期（令和元年～令和５年）全体の評価

交付金の実行状況の点検、活動組織の取組の評価に加
え、アンケートや事例を含めた第２期全体としての評価
を実施（取組状況評価書の作成）

活
動
組
織

目的：交付金の交付が計画的かつ効果的に実施され
るよう、交付状況の点検及び効果を評価

交付金の実行状況の点検

・取組面積、活動組織数

①実施状況
・活動実績（実施項目数、実施割合等）
・交付金の支出内訳
・活動参加人数 等

②活動組織の自己評価に基づく都道府県の評価
③アンケート調査など追加調査による評価
・地域資源の保全管理 ・農村環境の保全・向上
・農業用施設の機能増進 ・農村地域の活性化
・構造改革の後押し等地域農業への貢献

効果の評価

市
町
村

施策に反映（令和７年度～）

都
道
府
県
の
第
三
者
委
員
会

国
の
第
三
者
委
員
会

報
告

報告

報
告

１



１ 施策評価について （２）国における施策の評価の進め方

○多面的機能支払交付金の交付が計画的かつ効果的に実施されるよう、国は、第三者委員会において取組状況の点検や制度の
効果等の検証を行っており、施策の評価に当たっては、都道府県における第三者委員会での評価を踏まえることが重要とし
ている。

○国は、食料・農業・農村基本法の検証・見直しの結果を踏まえる必要があることから、活動期間を１年間延長し、来年度
（令和６年度）に施策評価を実施することとしたが、県における施策評価は予定通り今年度実施する。

２

愛媛県は令和3年
11月に実施。

施

策

の

評

価

国
の
評
価
の
進
め
方

国
の
第
三
者
委
員
会

検
討
事
項

今ココ！
県における施策評価は
予定通り今年度実施。
国の施策評価は来年度
（令和６年度）実施。

国の施策評価

２期対策（活動期間１年間延長）



２ 施策評価報告書の作成方法について

３

○中間評価(令和３年度)で作成した評価報告書に、多面的機能支払実施要綱に基づく令和３・４年度の自己評価・市町村評

価および令和４年度に国が活動組織に対して実施したアンケート結果、新たな項目の取組事例を盛り込み、施策評価報告

書(案)とした。

○令和３年度に実施した自己評価・市町村評価の結果は、第３章「多面的機能支払交付金の効果」に加えて評価。

○令和４年度から、それまでの自己評価・市町村評価の方法が変更となり、比較が困難になったことから、

令和４年度自己評価は第４章の３、４に記載。

○令和４年度に国が実施したアンケート調査は、令和２年に国が実施したアンケートと内容が異なることから、

国の報告書様式に沿って第６章に記載。

第１章 取組の推進に関する基本的考え方
第２章 多面的機能支払交付金の実施状況
第３章 多面的機能支払交付金の効果
１．調査方法
２．効果の発現状況
（１）資源と環境 （２）社会 （３）経済 （４）都道府県独自の取組

第４章 対象組織の自己評価に対する市町村評価
１．地域資源の適切な保全のための推進活動に係る自己評価及び市町村評価
（１）地域資源の適切な保全のための推進活動の進捗状況
（２）推進活動の自己評価に対する市町村評価

２．多面的機能の増進を図る活動に係る市町村評価
３．地域資源の適切な保全のための推進活動、多面的機能の増進を図る活動に係る自己評価
４．地域資源の適切な保全のための推進活動、多面的機能の増進を図る活動に係る自己評価に対する市町村評価

第５章 取組の推進に係る活動状況
第６章 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等
１．取組の推進に関する課題、今後の取組方向
（１）取組の推進に係る活動について
（２）コロナ禍による行動制限について （３）デジタル技術の活用について
（４）地域外からの人の呼び込みについて （５）若者女性などの多様な参画について
（６）教育機関との連携について （７）生態系保全、環境保全型農業に関する取組について
（８）地域防災（田んぼダム）の取組について （９）取組推進のためのノウハウの蓄積・活用について

２．制度に対する提案等

中間評価報告書からの追加項目（赤字）

令和３年度自己評価・

市町村評価結果を追加

令和４年度自己評価・

市町村評価結果を追加

令和４年度アンケート・

取組事例を追加

施策評価報告書（案）



３ 評価の視点と方法について

（１）資源と環境
①地域資源の適切な保全管理

②農業用施設の機能増進

③農村環境の保全・向上

④自然災害の防災・減災・復旧

（２）社会
①農村の地域コミュニティ

の維持・強化への貢献

（３）経済
①構造改革の後押し等

地域農業への貢献

（４）県独自の取組

ａ．ほとんどの組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる
（ 全体の８割程度以上で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）

ｂ．大半の組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる
（全体の５割程度以上８割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）

ｃ．一部の組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる
（全体の２割程度以上５割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）

ｄ．効果の発現が限定的である、又は、発現の見込みが限定的である
（全体の２割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）

【評価判定】

【評価視点】

４

実施状況報告
（実施要綱※2による）

自己評価・市町村評価
（R２）

（実施要綱※2による）

自己評価・市町村評価
（R３・４）

（実施要綱※2による）

【評価方法】
○効果の発現状況（第３章）

⇒中間評価の評価指標に、令和３年度の自己評価・市町村評

価の結果を追加。

対象：166 組織（うち、増進活動※１に取り組む組織：52 組織）

○自己評価・市町村評価の結果（第４章）

⇒令和４年度の自己評価・市町村評価の結果を追加。

対象：195 組織（うち、増進活動※１に取り組む組織：52 組織）

○国が令和４年度に実施したアンケート結果(24組織)及び新

規に収集した取組事例を追加。

アンケート
（令和４年度、国実施）

※2実施要綱：多面的機能支払交付金実施要綱

中間評価（R３）施策評価（R５）

○中間評価と同様に、下記の７つの視点から検証。

※1増進活動：多面的機能の増進を図る活動

取組事例

アンケート
（令和２年度・国実施）

《多面的機能支払版SDGs
の達成への貢献※参考》
は、実施状況報告等から
把握。（把握できない項目
について「-」を記入。）



４ 自己評価・市町村評価について

５

【自己評価・市町村評価の概要】
自己評価・市町村評価は、多面的機能支払交付金における農地維持支払の「地域資源の適切な保全管理のための推進活動（推進
活動）」と、資源向上支払（共同）の「多面的機能の増進を図る活動（増進活動）」の活動が効果的かつ効率的に実施されるように導入
された評価システムのことであり、多面的機能支払実施要綱・実施要領に位置付けられたものである。活動組織は、定期的に、活動の
実施状況や成果、活動による地域の変化等を評価（自己評価）し、市町村へ報告することとなっており、市町村は、自己評価を踏まえ、
当該活動を客観的に評価（市町村評価）し、必要に応じて指導・助言を行っている。

推進活動については、農地維持に取り組む組織は必ず実
施することとなっているが、増進活動への取組は任意であ
る。
令和２年・３年に自己評価・市町村評価を実施した166組織
のうち、増進活動に取組んでいる組織は32％であり、その
98％が農村環境保全活動の幅広い展開に取組んでいる。ま

た、農地周りの環境改善活動の強化（鳥獣害対策等）に取組
んでいる組織は、増進活動に取り組む組織のうち10％程度と
なっている。

自己評価実施
組織数

増進活動実施
組織数

割合

令和２年 40 20 50％

令和３年 126 32 25％

令和４年 195 85 44％

【増進活動の取組状況】

推進活動・
増進活動を実施

【評価の流れ】

実践した推進活動・増進活動によって
地域がどう変わったか、
どんな効果があったか

組織の活動が地域に
どんな影響を与えているか

客観的に評価

自
己
評
価

（
活
動
組
織
）

98%

10%

4%

2%

2%

31%

3%

1%

1%

1%

0% 50% 100%

農村環境保全活動の幅広い展開

農地周りの環境改善活動の強化

農村文化の伝承を通じた

農村コミュニティの強化

地域住民による直営施工

防災・減災力の強化

令和２・３年に実施した自己評価・市町村評価における

増進活動の取組状況

増進活動取組組織に占める割合 全体に占める割合

市町村評価
（市町村）

「５効果の発現状況」では、どの活動による
効果として評価したかがわかるように、
グラフに下記のアイコンを記載している。

：推進活動による効果として評価

：増進活動による効果として評価

（52組織中の割合） （166組織中の割合）



５ 実施状況について ＜第２章＞

農地維持 資源向上（共同） 資源向上（長寿命化） 備考

市町数 19市町 19市町 14市町

活動組織数 432組織 340組織 191組織

認定農用地面積 15,200ha 13,406ha 8,710ha

カバー率 36％ 32％ 20％
認定農用地面積÷農振農用地
面積（R３：42,525ha）

(参考)

交付対象面積 14,789ha 12,994ha 8,360ha

対象
施設

水路 4,701km 4,356km 46km

農地維持及び共同は活動対象
施設、長寿命化は計画期間内
に補修・更新を行う施設

農道 3,477km 2,976km 35km

ため池 1,065箇所 987箇所 34箇所

交付金額 391,736千円 191,086千円 293,364千円 合計：876,186千円

【令和４年度の県内の取組実績】

➣農地維持支払では、地域の共同活動による水路の草刈りや泥上げ、農道の砂利補充などの日常的な保全管理活動等を実施してお

り、地目別の認定農用地面積及びカバー率は、田9,919ha（58％）、畑（樹園地含む）5,271ha（21％）、草地9ha（1％）となっている。

➣資源向上支払（共同）では、農地維持に取り組む組織のうち約８割が、地域の多様な主体の参画を得て、水路、農道等の軽微な補修、

生態系保全や景観形成等の農村環境の保全活動等を実施している。

➣資源向上支払（長寿命化）では、農地維持に取り組む組織の44％が施設の長寿命化のための補修・更新に取り組んでいる。

６



11%

22%

11%

11%

56%

67%

78%

11%

33%

11%

11%

56% 11% 11%

0% 50% 100%

交付金に取り組んでいなければ遊休農地が

発生又は拡大していた

交付金に取り組んでいなければ農業用施設

の管理粗放化、機能低下が進行していた

農地や農業水利施設等への関心や理解、意

識が高まっている（農業者）

農地や農業水利施設等への関心や理解、協

力意識が高まっている（非農業者）

活動組織アンケートにおける関連指標

かなり思う 思う あまり思わない 全く思わない 分からない

６ 効果の発現状況 （１）資源と環境 ①地域資源の適切な保全管理 ＜第３章＞

効果項目
評 価

a b c d

遊休農地の発生防止 □ ■ □ □

水路・農道等の地域資源の適切な保全 ■ □ □ □

鳥獣被害の抑制・防止 □ □ ■ □

非農業者の地域農業や農業用水、農業水利施設等への理解醸成 □ □ ■ □

水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保等、管理体制の強化 □ ■ □ □

67％

89％

89％

22％

【水路の泥上げ】【ラジコン草刈り機を用いた

ため池法面の草刈】

７

70%

80%

33%

38%

67%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共同活動により地域資源が適切に保全管理

され、遊休農地の発生を抑制

水路・農道等の地域資源の機能維持

鳥獣被害の防止等の農地利用や

地域環境の改善

地域住民で整備・補修した施設を

大事に使おうという意識の向上

水路・農道等の地域資源を保全管理する人材

の確保

活動組織の自己評価・市町村評価における関連指標

効果が表れているまたは現れる見込みがあると回答した割合

増進活動を実施
している52組織に
占める割合

➣交付金による共同活動は、遊休農地の発生防止や拡大抑制に寄与しており、水路・農道等の地域資源の適切な保全や機能低下の抑制

に大きな効果がある。

➣増進活動による効果としては、鳥獣被害の防止等が33％、地域住民の意識向上が38％となったが、直接関係の無い活動項目を選択して

いても効果が現れていると回答した組織があり、環境保全などの活動が効果に結びついていると考えられる。

➣多くの組織で農業者を中心とした地域資源の管理体制強化に寄与しており、地域農業や農業用施設等への理解醸成につながっている。

また、非農業者の協力意識が高まり、一部の組織では非農業者を含めた活動体制強化にまで効果が発現していると考えられる。



50%

29%

50%

43%

29%

43% 14%

43%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資源向上支払（長寿命化）に取り組まなかった

場合、破損、老朽化等による影響が出る

資源向上支払（共同活動・長寿命化）への取

組により、補修技術の向上が図られている

資源向上支払（共同活動・長寿命化）への取

組により、施設の維持管理費が低減されてい

る

活動組織アンケートにおける関連指標

かなり思う 思う あまり思わない 全く思わない 分からない

100％

57％

６ 効果の発現状況 （１）資源と環境 ②農業用施設の機能増進

➣全ての組織が、本交付金の活動に取り組まなければ、農業用水施設等の破損、老朽化等により農業生産や周辺地域への影響が出

ると考えており、本交付金は、農業用施設の機能維持に大きな役割を果たしている。

➣農業用施設の補修技術の向上については、農業者を中心に一定の効果が発現している。

➣定期的な機能診断、補修等の実施や直営施工の導入等により、農業用施設の維持管理費の低減に効果がある。

効果項目
評 価

a b c d

施設の破損、故障や溢水等による農業生産や周辺地域への被害抑制 ■ □ □ □

農業用施設の知識や補修技術の向上 □ □ ■ □

定期的な機能診断、補修等の実施や直営施工の導入等による施設の維持管
理費の低減

□ ■ □ □
【農道の簡易舗装】【水路の更新】

43％

８

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域住民の水路や農道等の知識や

補修技術の向上

活動組織の自己評価における関連指標

効果が表れているまたは現れる見込みがあると回答した割合

増進活動を実施
している52組織に
占める割合



50%

29%

14%

29%

57%

100%

43%

29%

50%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在来生物の増加、外来生物の生息数減少な

ど、生態系保全の効果が出てきた

農業用水の濁りが減少するなど、水質保全の

効果が出てきた

景観形成の植栽増加、不法投棄の減少など、

景観形成・生活環境保全の効果が出てきた

参加者の景観形成・生活環境保全に対する関

心や理解、取組の協力意識が高まっている

活動組織アンケートにおける関連指標

かなり思う 思う あまり思わない 全く思わない 分からない

71％

６ 効果の発現状況 （１）資源と環境 ③農村環境の保全・向上

効果項目
評 価

a b c d

地域の環境の保全・向上 □ ■ □ □

地域の環境の保全・向上（生態系） □ □ ■ □

地域の環境の保全・向上（水質） □ □ □ ■

地域の環境の保全・向上（景観） □ ■ □ □

地域住民の地域資源や農村環境の保全への関心の向上 □ ■ □ □

100％

57％

50％

【水路法面の芝桜】 【生きもの調査】

９

77%

79%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農村環境の向上

地域住民の農村環境保全に

対する関心の向上

活動組織の自己評価における関連指標

効果が表れているまたは現れる見込みがあると回答した割合

増進活動を実施
している52組織に
占める割合

➣多くの組織（237組織、R3実施状況）が取り組んでいる植栽等の景観形成活動を契機として、植栽面積増加のほか、不法投棄の減少な

どに効果が出てきたと感じている組織が57％となっており、地域住民の地域資源や農村環境の保全への関心の向上に大きく寄与してい

る。

➣県内では、外来生物の生息数が減るなど生態系保全に一定の効果が見られるものの、水質保全は元々問題とされていない場合が多い

ことなどを理由に、生態系保全及び水質保全の活動を選択している組織が少ないことから、これらの活動の効果については評価が難し

い。



50% 38% 13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交付金により継続的に施設の維持管理を行う

活動が、異常気象時における被害減少や早期

復旧に役立っている

活動組織アンケートにおける関連指標
かなり思う 思う あまり思わない 全く思わない 分からない

88％

６ 効果の発現状況 （１）資源と環境 ④自然災害の防災・減災・復旧

➣本交付金の活動により水路等の施設を適正に管理することで、自然災害や二次災害等による被害の抑制・防止に寄与しており、災害

時の被害減少や軽微な被害箇所の早期復旧にも効果が発現している。

➣増進活動による効果としては、自然災害や二次災害による被害の抑制・防止が17％、地域住民の防災・減災に対する意識の向上が

6％となったが、効果に直接関連のある増進活動「防災・減災力の強化」としての活動を実施している組織は166組織中1組織であり、増

進活動による直接的な効果を評価することはできない。

効果項目
評 価

a b c d

自然災害や二次災害等による被害の抑制・防止 □ ■ □ □

災害後の点検や復旧の迅速化 □ □ ■ □

地域住民の防災・減災に対する意識の向上、体制の強化 □ □ □ ■
【被害を受けた施設】 【復旧作業の様子】

67%

0%

0%

22%

44%

0% 50% 100%

水路等の適正管理により大雨時の水害を防止

法面の管理を行うことで崩落を防止

水田の雨水貯留機能増進により洪水を防止

管理体制整備や地域コミュニティ力向上により

地域でまとまって対応

軽微な被害箇所を早急に復旧

災害に対してどのように役立っているか

10

17%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自然災害や二次災害による

被害の抑制・防止

地域住民の防災・減災に

対する意識の向上

活動組織の自己評価における関連指標

効果が表れているまたは現れる見込みがあると回答した割合

増進活動を実施
している52組織に
占める割合



50%

25%

0% 50% 100%

地域が目指す方向につ

いての話し合い

地域の行事やイベント

６ 効果の発現状況 （２）社会 ①農村の地域コミュニティの維持・強化への貢献

効果項目
評 価

a b c d

話し合いや活動機会の増加による地域コミュニティの活性化 □ □ ■ □

各種団体や非農業者等の参画の促進 □ □ ■ □

地域づくりのリーダーの育成 □ □ ■ □

農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化 □ □ □ ■ 【意見交換会】 【大学生グループの参画】

11%

57%

33%

43%

33% 22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農村環境保全活動は、非農業者が本交

付金の活動や地域活動に参加するきっ

かけとなっている

本交付金による取組は地域づくりのリー

ダーの育成に役立っている

活動組織アンケートにおける関連指標

かなり思う 思う あまり思わない 全く思わない 分からない

44％

22%

33%

78%

67%

0% 50% 100%

地域に関わる話し合いの回数

への影響

地域に関わる話し合いの参加

者数への影響

増える 変わらない 減る その他

22%

14%

67%

57%

11%

29%

0% 50% 100%

農地維持（地域資源の基礎的

な保全活動）への影響

資源向上（共同）（農村環境保

全活動）への影響

増える 変わらない 減る 活動を行わない その他

78％

➣本交付金の活動が、地域農業の将来に係る話し合いの機会の増加や非農業者の参画等に大きく寄与している。

➣増進活動に取り組んだ効果として、地域コミュニティの維持・発展に対する意識の向上や伝統農法・文化の復活や継承を通じた農村コミュ

ニティの評価を挙げた組織の割合は少なく、増進活動と地域コミュニティの活性化・強化等を結び付けて評価している組織は少数である。

➣リーダーの確保・育成が重要な課題となる中、本交付金による効果がリーダーの育成につながっている組織は一部にとどまっている。

新たに取り組み始めた、
又は盛んになった取組み

86％

11

11%

23%

35%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

隣接集落等他の集落との連携体制の構築

地域コミュニティの維持・発展に対する

意識の向上

農村の将来を考える地域住民の増加

伝統農法・文化の復活や継承を通じた

農村コミュニティの強化

活動組織の自己評価における関連指標

効果が表れているまたは現れる見込みがあると回答した割合

多面的機能支払に取り組んでいない場合の影響

増進活動を実施
している52組織に
占める割合



22%

11%

22%

44%

11%

33%

33%

22% 22%

22%

33%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農地の利用集積や集積に向けた話し合い等の

きっかけになっている

新たな生産品目づくり、農業経営の複合化、６

次産業化のきっかけになっている

非農業者が地域の農業や農業用水、農業用施

設等に関心を持つきっかけになっている

活動組織アンケートにおける関連指標

かなり思う 思う あまり思わない 全く思わない 分からない

67％

６ 効果の発現状況 （３）経済 ①構造改革の後押し等地域農業への貢献

➣推進活動により、地域農業の将来を考える農業者が増加したと回答した組織は全体の51％となったが、一方で、担い手農業者の負担

軽減につながるような効果が期待できるのは、一部の組織にとどまっている。

➣本交付金の取組みが話し合いのきっかけになるなど、担い手への農地の利用集積の推進に寄与していると考えられるが、不在村地

主との連絡体制の確保に効果が表れているとした組織は全体の10％となっており、地域外在住者との連絡体制を構築することが課題

となっている可能性がある。

➣農産物のブランド化や６次産業化、新たな生産品目への取組等に波及しているのは、一部の活動組織に限られている。

効果項目
評 価

a b c d

非農業者等の共同活動への参加による担い手農業者の負担軽減 □ □ ■ □

担い手農業者の育成・確保 □ □ ■ □

農地の利用集積の推進 □ □ ■ □

農産物の高付加価値化や６次産業化の推進 □ □ □ ■
【非農家も参加した清掃活動】 【子供会との連携活動】

22％

56％

12

14%

32%

51%

44%

10%

32%

1%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

担い手農業者や法人等の負担軽減

地域内外の担い手農業者との連携体制の構築

地域農業の将来を考える農業者の増加

周辺農業者の営農意欲の維持、または拡大

不在村地主との連絡体制の確保

担い手農業者への農地利用集積・集約または

話合いが進められている

特産品の生産や６次産業化の取組・検討が

進められている

環境にやさしい農業の拡大・検討が進められている

活動組織の自己評価・市町村評価における関連指標

効果が表れているまたは現れる見込みがあると回答した割合



６ 効果の発現状況 （４）都道府県独自の取組

➣主に水田地帯では、水路やため池における転落防止等安全施設の設置・補修や、水路蓋、昇降施設の補修等に多くの組織が取り組

んでおり、特認項目の効果的な活用が図られている。

➣本県の特徴である中山間地域の急傾斜樹園地における石積等の補修・補強やパイプラインの補修等（水田・樹園地）については、毎

年一定数の活動組織が取り組んでいる。

➣給水栓・スプリンクラーや共同モノレールの補修・更新については、他に活用できる補助事業等があることなどから、現時点では活動

組織の計画に位置付けられていないものの、本県の樹園地の適切な維持管理のためには、有用な特認項目である。

【石積の補修】 【パイプラインの補修】

【転落防止施設の補修】 【空気弁の更新】

13

都道府県独自で定めている内容 評価

農用地法面の初期補修（石積の破損の補修・補強等）
（取組組織数：4（農地維持1、共同3））

○

農用地の除れき（遊休農地発生防止のための石れき等の除去）
（取組組織数：農地維持1）

△

暗渠施設の清掃（高圧水洗浄による機能維持、破損個所の改修）
（取組組織数：5（農地維持2、共同3））

○

水路・ため池の安全施設の適正管理（転落防止等安全施設の設置・補修）
（取組組織数：共同12（水路9、ため池3））

◎

農用地等を活用した景観形成（防風林や石積畦畔等の周辺景観との調和）
（取組組織数：共同0）

△

給水栓・スプリンクラー及び畑地かんがい施設等の用水施設の補修・更新
（取組組織数：長寿命化0）

△

パイプラインの空気弁、仕切弁等の補修・更新
（取組組織数：長寿命化5）

○

水路・ため池維持管理施設の補修・設置（水路蓋の補修、昇降施設の補修等）
（取組組織数：長寿命化29（水路23、ため池6））

◎

水路・ため池の浚渫（土砂等の堆積により支障が生じている場合の対策）
（取組組織数：6（水路4、ため池2））

○

共同モノレールにおけるレールの補修・更新
（取組組織数：長寿命化0）

△

評価 ◎：かなりの効果があった。かなりの効果が現れる見込みがある。
〇：ある程度効果があった。ある程度効果が現れる見込みがある。
△：あまり効果がなかった。あまり効果が現れる見込みがない。取組無し。



46%

24%

12%

7%

47%

67%

44%

49%

7%

7%

34%

35%

1%

2%

10%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域資源の適切な保全・

遊休農地の発生防止

地域の環境保保全・向上

非農業者等の共同活動への参加による

担い手農業者や法人等の負担軽減

各種団体や非農業者等の参画の促進

かなり効果がある

（見込まれる）

効果がある

（見込みがある）

あまり効果は無い 全く効果は無い
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７ 令和４年度の自己評価・市町村評価 ＜自己評価＞ ＜第４章の３＞

地域資源の適切な保全のための推進活動、多面的機能の増進を図る活動に係る自己評価 ＜対象：195組織＞

15%, 29組織

53%, 104組織

32%, 62組織
活動に問題なく取り組んでいる

現在は問題ないが今後

負担となる可能性がある

負担となってきている活動がある

29組織（15％）が組織の活動に問題なく取り組んでいると回答し
た一方、166組織(85％)が負担または今後負担となるとなる可能性

があると回答。また、負担・今後負担となる可能性がある活動として
は、「遊休農地の発生防止のための保全管理」が124組織（64％）と
最も多くなった。

64%, 124組織

62%, 121組織

57%, 111組織

49%, 96組織

49%, 95組織

0 50 100 150 200

遊休農地の発生防止のための保全管理

計画策定、とりまとめ等の事務手続き

異常気象時の対応

景観形成・生活環境保全に係る活動

施設の機能診断・軽微な補修

活動の実施状況

技術者の確保に関する項目においては、48％の活動組織が「研修
等により問題なく確保できている」と回答したが、52％の組織で技術

者の確保に不安があると回答。また、作業の安全対策については、
24％の組織が「安全対策に不安がある」と回答した。

自己評価

48%, 94組織
44%, 85組織

8%, 16組織

研修等により問題なく確保できている

確保が難しくなる懸念がある

確保が難しくなってきている

76%, 149組織

24%, 46

組織

0%, 0組織

問題なく作業を実施している

安全対策に不安がある

活動参加者のけがや事故が増えてきている

技術者等の確保について 作業の安全対策について

「農業者と非農業者の連携、協働」に取組んでいる組織は93％と最
も多くなったが、そのうちの18％が取組に問題があるとしている。ま
た、80％の組織が「組織運営や事務を担う人材の育成」「取組の継

続に向けた組織体制の検討」に取組んでいるが、約半数の活動組
織は取組に問題があると回答している。

活動の継続や展開に向けた取組の実施状況の点検

27%

5%

5%

48%

31%

33%

18%

44%

43%

7%

20%

19%

0% 50% 100%

農業者と非農業者の連携、協働

組織運営や事務を担う人材の育成

取組の継続に向けた組織体制の検討

積極的に取り組んでいる 取組んでいる
取組んでいるが問題がある 取組んでいない

「地域資源の適切な保全、遊休農地の発生防止」、「地域の環境の
保全・向上」に効果が表れていると回答したのは、それぞれ93％、
91％の組織となった。一方で、「各種団体や非農業者等の参画の促

進」、「非農業者等の共同活動への参加による担い手農業者や法人
等の負担軽減」には約45％の組織が効果が無いと回答。

活動の継続や展開に向けた取組の実施状況の点検

93％

91％

44％

45％



７ 令和４年度の自己評価・市町村評価 ＜市町村評価＞ ＜第４章の４＞

地域資源の適切な保全のための推進活動、多面的機能の増進を図る活動に係る自己評価に対する市町村評価

2%, 4組織

77%, 150組織

21%, 40組織

1%, 1組織

優良 適当 指導又は助言が必要 体制の見直し等への

フォローが必要

市町村の判断基準のガイドライン

○市町村は、活動組織の取組状況について、「市町村の判断
基準のガイドライン」をもとに5段階で評価。
○優良：４組織（2％）、適当：150組織（77％）、指導又は助言
が必要：40組織（21％）、体制の見直し等へのフォローが必
要：１組織（1％）となった。返還は該当なし。
○指導助言が必要と評価した活動組織に対しては、作業の
軽減や参加者の確保などについて指導助言を実施。また、
平成30年の西日本豪雨災害の影響で工事業者が確保でき
ず計画通りの活動が実施できなかった組織（７組織）も含ま
れており、これを適当とすると、約83％の組織が優良または
適当となる。

195組織

15



８ 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 ＜第６章＞

○施策報告書（案）の第１章から第５章までの評価に、国が令和４年度に実施したアンケート（Ｒ４アンケート）および新規に収集した取

組事例を加え、取組の推進に関する課題と今後の取組方向を整理。

○Ｒ４アンケートは、中間評価の際に取組事例を作成した７組織に、砥部町・上島町を除く17市町が各々選定した優良な取組を行って

いる組織17組織を加えた合計24組織を対象に実施。

【アンケート調査項目】 （●：次ページ以降に調査結果を掲載）

○コロナ禍による行動制限について

●デジタル技術の活用について

○地域外からの人の呼び込みについて

●若者・女性などの多様な参画について

●教育機関との連携について

●生態系保全、環境保全型農業に関する取組について

○地域防災（田んぼダム）の取組について

○取組推進のためのノウハウの蓄積・活用について

【取組事例】

下記４つの項目について、事例を収集。

（１）デジタル技術の活用について

（２）若者・女性などの多様な参画について

（３）教育機関との連携について

（４）生態系保全、環境保全型農業に関する取組について

16
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７ 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 （１）デジタル技術の活用について

問.活用しているデジタル技術を教えてください。

活用している 活用していない

活用していないと回答した組織は24組織中22組織
（92％）。そのうち、活用したいデジタル技術があると回
答した組織は12組織あり、その内容は自動草刈り機が
11組織（92％）、ドローンが8組織（67％）、監視カメラ・
スマート田んぼダムが3組織（25％）と続く。

92%, 11組織

67%, 8組織

25%, 3組織

25%, 3組織

17%, 2組織

17%, 2組織

0 6 12

自動草刈り機

ドローン

監視カメラ

スマート田んぼダム

リモート会議ツール

事務支援ソフト

活用していると回答した組織は24組織中2組織（8％）。

そのうち、活用しているデジタルツールとしてはリモート
会議ツールが1組織（50％）、自動草刈り機が1組織
（50％）、事務支援ソフトが2組織（100％）となった。

また、今後活用したいデジタル技術としては、1組織がド
ローンを挙げている。

100%, 2組織

50%, 1組織

50%, 1組織

0 2

事務支援ソフト

リモート会議ツール

自動草刈り機

問.デジタル技術を活用するうえで必要だと思うこと

54%, 13組織

46%, 11組織

38%, 9組織

33%, 8組織

29%, 7組織

4%, 1組織

0 7 14

より簡単なデジタル技術

経済的支援

活用事例の情報

人材育成・外部委託

理解が深まる研修

必要なし

（複数回答可）

（複数回答可）

ラジコン式草刈機導入の取組 （みま（宇和島市））

課題 取組内容 取組効果

〇約40ヶ所のため池
で約70時間使用
○草刈り作業に要す
る時間と人件費の大
幅な軽減が図られ
た。
（日当 R2年度比

2,000千円）
○作業時間短縮によ
り熱中症のリスクが
軽減
○草刈機の接触事
故のリスクが低減

○草刈作業における
デジタル技術の活用
（ラジコン式草刈機の
導入）
・R3年度 機械リー
ス、操作研修、試験運
用
・R4年度 導入

接触事故の
危険性大

○後継者不足・高齢化
⇒作業参加者減少

⇒農用地等の維持管
理困難
○高齢の参加者「多」

⇒草刈作業中の事故
リスクが高い

22組織

2組織

「より簡単なデジタル技術の登場」が54％で最も多く、
次いで「経済的な支援」、「活用事例の情報」となった。



７ 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 （２）若者・女性などの多様な参画について

問.役員数・役員のうち60歳以下の人数、女性の人数を
教えてください。

60歳以下の役員がいる

60歳以下の役員がいない

60歳以下の役員がいると回答した組織は24組織中15組
織（63％）となっており、24組織の役員全体（249人）に占め
る60歳以下の役員の割合は２０％となっている。
また、女性の役員がいると回答した組織は、24組織中5
組織（21％）となっており、24組織の役員全体（249人）に占
める女性の割合は４％となっている。

20% 80%

0% 100%

役員の割合

60歳以下 60歳を超える

代表や会計（事務局）の交代については、代表で38％、会
計（事務局）では42％の組織が、設立後ほぼ行われていな
いと回答した。

問.役員・事務局の世代交代を円滑に行うために
必要だと思うこと

54%, 13組織

33%, 8組織

33%, 8組織

29%, 7組織

25%, 6組織

13%, 3組織

13%, 3組織

0 7 14

60 歳以下の現役世代からの役員参加

農家以外の若者の活動参加による下地作り

役員・事務局引継ぎマニュアルの共有・展開

若者が参加しやすいような活動を

対象とする制度拡充

世代交代を円滑に行った事例の紹介

研修等による外部からのサポート

その他

（複数回答可） 女性リーダー主導による多様な組織の参画）

課題 取組内容 取組効果

○後継者不足・高齢化
⇒作業参加者減少

⇒農用地等の維持管
理困難

○一方、松山市内から
近く、海・山の自然を一
度に体験できる島の特
徴を生かし、島の活性
化に取り組む女性グ
ループの活動が盛ん。

15組織

9組織

「60歳以下の現役世代からの役員参加」が54％で最も多く、次

いで「農家以外の若者の活動参加による下地作り」、「役員・事
務局引継ぎマニュアルの共有・展開」が33％と続いた。

女性役員がいる

女性役員がいない

19組織

5組織

4% 96%

0% 100%

女性役員の割合

いる いない

問.代表・会計(事務局)の交代は行われていますか。

38%, 9組織

33%, 8組織

25%, 6組織

4%, 1組織

42%, 10組織

29%, 7組織

29%, 7組織

0%, 組織

0 6 12

組織が設立されてから

ほぼ行われていない

５年に1 回程度

（活動計画期ごと）

数年に1回

毎年交代している
代表

会計(事務局)

○「地域活性化団体し
まいる※」と一緒に共
同活動等を実施

（※高校時代からボランティアで興居島
を訪れていた学生が、大学生となって
からも興居島での活動を続けたいと立
ち上げた団体）

○地域資源の保全管
理等についての意
見交換

○島の絶景スポット周
辺の農用地等への
景観作物の作付。

○学生との触れ合い
により“元気がもら
える”と好評
○平成30年7月豪雨

では、多面活動で育
まれた地域の絆で
早期復旧が実現

○農業者の意見交換
の機会が増え、人・
農地プラン実質化
についての話し合い
が円滑に進んだ。

18

（泊環境保全協議会
（松山市））
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７ 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 （３）教育機関との連携について

問.教育機関と連携して多面の活動を実施したいと思いますか。また、その理由は？

連携したい（している）

連携しなくてよい

どちらともいえない

連携しなくてよいと回答した組織は24組織中9組織
（38％）であり、連携したくない理由としては、「人手が無
い」が56％と最も多くなった。また、その他の理由として

は、「長期にわたる連携関係の継続は難しい」「地区内の
小学生が少なく連携は程遠い」などの意見があった。

56%, 5組織

33%, 3組織

33%, 3組織

11%, 1組織

0%, 組織

0%, 組織

33%, 3組織

0 6

人手が無い

連携方法がわからない

地域内の調整が難しそう

地域の活動に関わってほしくない

経済的余裕が無い

十分地域が活性化している

その他

連携したい（している）と回答した組織は、24組織中12組織
（50％）であり、連携したい理由で最も多かったのが、「地域
のPRが図れ活動への理解が深まるから」「子供のころから

活動に関わることが地域への理解のために重要だから」と
なった。連携したい対象は、小・中学校が92％と最も多い。

50%, 6組織

50%, 6組織

33%, 4組織

25%, 3組織

25%, 3組織

25%, 3組織

0 2 4 6 8

地域のPRが図れる+活動への理解が深まる

子供のころから活動に関わることが

地域への理解のために重要

若い人の参加で、地域を活性化させたい

教育機関からの協力依頼

+子供たちの教育の役に立ちたい

子供たちの教育の役に立ちたい

すでにいい効果を生んでいる

問.教育機関と連携する場合に必要だと思うこと

（複数回答可）

（複数回答可）

農業体験学習を通じた地域資源継承の取組

課題 取組内容 取組効果

〇子供たちからは、
農業の大変さを実感
した、といった声や農
家への感謝の声が
聞かれ、農業・農村
への関心が深まって
いることが伺えた。

○小学校と連携し、授
業の一環として農業体
験（田植え、稲刈り等）
を実施

○後継者不足・高齢化

⇒農用地等の維持管
理困難

○地域に残り農業に携
わる者が減少

⇒地域への関心薄れ

12組織

9組織

3組織

「連携事例の情報」が46％で最も多く、次いで「教育機関と

の関係性構築」、「行政による仲介・連携推進支援」となっ
た。

46%, 11組織

42%, 10組織

38%, 9組織

33%, 8組織

29%, 7組織

29%, 7組織

17%, 4組織

8%, 2組織

0 4 8 12

連携事例の情報

教育機関との関係性構築

行政による仲介、連携推進支援

連携しやすい仕組み

（制度拡充）

経済的支援

連携しやすい活動の充実

（対象活動拡充）

連携を促すコーディネーターの存在

連携しやすくなるPR資材

（杢所資源保全班
（西予市））
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７ 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 （４）生態系保全・環境保全型農業に関する取組について

問.環境保全型農業（※1）の取組状況について

取組んでいると回答した組織は、24組織中8組織（33％）であり、そ
の内訳は「堆肥の施用」「秋耕」が50％、「有機農業（※2）」が38％と
なった。
（※1）環境保全型農業・・・「農業の持つ物質循環機能を活かし、生産性との調和などに留意

しつつ、土づくり等を通じて化学肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続
的な農業
（※2）有機農業・・・科学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組み換

え技術を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減し
た農業生産の方法を用いて行われる農業

50%, 4組織

50%, 4組織

38%, 3組織

13%, 1組織

0 4 8

堆肥の施用

秋耕

有機農業

草生栽培

取組んでいると回答した組織は、24組織中14組織（58％）であり、
その内訳は、「外来種駆除」が64％、次いで「生き物調査、生物の
分布図作成」が29％となった。
（※）生態系保全・・・生態系の多様性の確保、野生生物の種の保存その他の生物の多様
性の確保が図られるとともに、森林、農地、水辺地等における多様な自然環境が地域の自
然的社会的条件に応じて体系的に保全されること

64%, 9組織

29%, 4組織

21%, 3組織

14%, 2組織

14%, 2組織

7%, 1組織

7%, 1組織

0 2 4 6 8 10 12 14

外来種駆除

生物調査、生き物の分布図作成

希少種の監視

カバープランツ・防草ネット

放流・植栽を通じた在来生物の育成

生物多様性保全に配慮した施設の適正管理

水田を活用した生育環境の提供

問.取組推進に必要だと思うこと

（複数回答可）

（複数回答可）

地域の子供たちとともに生態系保全（神戸地区環境保全会（西条市））

課題 取組内容 取組効果

〇生き物調査を通し
て、児童からは、生き物
についてもっと知りたく
なった、生き物が住み
やすい水路にしたいと
いった声が聞かれ、地
区内の生き物への興
味、関心が普段から高
くなりつつある。

○地域の小学校と連
携し、生き物調査を実
施。

○毎年、調査した生き
物を集計し、環境の変
化や生物多様性につ
いて勉強。

○後継者不足・高齢化
⇒農用地等の維持
管理困難
⇒耕作放棄地の発生
が懸念

○移住者の増加で農
家・非農家間の交流が
減少

環境保全型農業・生態系保全の取組推進に必要だと思うこと
は、「活用事例の情報」がともに17組織（71％）で最も多い結
果となった。

問.生態系保全（※）に関する取組について （複数回答可）

0 5 10 15 20

活用事例の情報

経済的支援

着手しやすい取組の登場

理解が深まる研修

専門的知識を持つ人材の育成

・外部委託の仕組み

行政による仲介・連携推進支援

連携を促すコーディネーターの存在

生態系保全

環境保全型農業



【第１章～第５章から見えてきた課題】

○本交付金は、遊休農地の発生防止や水路・農道

等の適切な保全管理に対する寄与が高く評価され

ている一方で、農業者の高齢化等に伴い、多くの

地域で持続可能な取組みとするための人材の確

保・育成や組織体制の強化が課題。

○景観作物の植栽等を通じて、非農業者の地域資

源や農村環境保全への理解促進に寄与している

が、非農業者も含めた地域資源保全体制の確立

など、リーダーや担い手の負担軽減への効果が期

待できる組織は一部にとどまっており、非農業者

の意識の向上や非農業者団体との連携強化が課

題。

○地目別のカバー率を見ると、田の58％に対し、畑

（樹園地含む）は21％と低い状況にあることから、

今後の取組面積の拡大には、特に樹園地におけ

る本交付金の効果的な活用が不可欠。

【今後の取組方向】
①多様な人材の確保
・就農希望者や移住者等の新たな担い手の呼び込み
など、実情に応じた取組みを促進。
・組織の活性化や多様な活動展開を図るため、女性
や幅広い世代の参画を促進し、役員への登用を推
進。
・非農家、活動に賛同する企業など、農業者以外の参
画と協働の深化を促進。

（具体的な内容：市町と連携した人材の受入体制整備、女性組織等への参画の啓発、資
質向上研修会開催、HPやイベントを通じた広報など）

②活動継続に向けた支援
・活動終期を迎える組織の課題把握や対策の検討な
ど、関係機関による先回り支援を実施。
・小規模活動組織の広域化、土地改良区等との連携
強化による事務委託等を推進。

（具体的な内容：組織の継続意向調査及び相談会の開催、広域化や事務委託など組織
運営体制の見直し提案、優良事例の紹介など）

③畑（樹園地）地帯における実施率の向上
・中山間直払実施協定のうち多面的機能支払未実施
地区における新規取組を支援。
（具体的な内容：中山間直接支払との併用をPRするリーフレット配布、柑橘地帯における
具体的活用方法を提案する説明会開催など）

７ 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 （５）課題と今後の取組方向
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【アンケート結果から見えてきた課題】

○今後の取組の推進のために必要だと考えている
ものについて、全体を通して「事例の情報」が多く、
事例の情報があれば取組が進む可能性がある。

【アンケート結果を受けた今後の取組方向】
○事例の情報発信
・国や県が作成している事例について、活動組織まで
広く浸透するよう広報活動を実施する。
（具体的な内容：URLだけをお知らせするのではなく、必要に応じて紙ベースの配布を行う、

事務説明会、意見交換会等で事例を紹介するなど）



７ 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 （６）制度に対する提案

高齢化や人口減少に対応した、より取り組みやすい制度とするため、以下のとおり提案する。

① 活動期間の柔軟な設定と遡及返還の見直し
◆活動期間を柔軟に設定できる仕組みの導入
５年間 ➡ 地域の実情に応じた柔軟な期間設定

◆活動が確認できる年度までは返還義務を免除する措置等の検討

② 制度の単純化と事務の簡素化
◆誰にでも分かりやすいシンプルな制度体系への見直し
細分化されたメニューや複雑な交付単価を再編

◆作成書類数や記入項目の大幅な削減の検討

１年目 ２年目 ３年目 ４年目廃作地が発生

１年目 ２年目 ３年目 ４年目廃作地が発生

廃作部分に係る交付金を遡及返還 廃作部分に係る交付金の停止

廃作部分に係る交付金の停止３年目まで適正に維持管理（遡及返還なし）

（様式第１－６号） 組織名：

令和 3 年度　多面的機能支払交付金　活動記録 □□活動組織

★「実施時間」には休憩時間を含めず、実働時間を記入してください。

開始時刻 実施時間

4/1 8:00 4.0時間 5人 1人 6人 1 24 25 26 27

農地維持

共同

共同

共同

共同

点検

機能診断

機能診断

機能診断

機能診断

1 点検

24 農用地の機能診断

25 水路の機能診断

26 農道の機能診断

27 ため池の機能診断

2 28 36

農地維持

共同

共同

計画策定

計画策定

景観形成・生活環

境保全

2 年度活動計画の策定

28 年度活動計画の策定

36 景観形成計画、生活環境保全計画の

策定

4/8 19:00 1.0時間 23人 2人 25人 300 - 会議 300 会議 総会

4月～9月 23人 0人 23人 4 5 30

農地維持

農地維持

共同

農用地

農用地

農用地

4 遊休農地発生防止のための保全管理

5 畦畔・法面・防風林の草刈り

30 農用地の軽微な補修等

個々の農家が実施

雑草対策

4/10 8:00 8.0時間 5人 5人 10人 7 8 31

農地維持

農地維持

共同

水路

水路

水路

7 水路の草刈り

8 水路の泥上げ

31 水路の軽微な補修等

雑草対策

10 32
農地維持

共同

農道

農道

10 農道の草刈り

32 農道の軽微な補修等
雑草対策

4/11 19:00 1.0時間 1人 0人 1人 200 - 事務処理 200 事務処理 参加者名簿等書類作成整理

5/10 31 共同 水路 31 水路の軽微な補修等
業者委託工事

【■○水路】

破損施設の補修

5/15 19:00 1.0時間 20人 0人 20人 17 農地維持 推進活動 17 農業者の検討会の開催

6/10 18:00 1.5時間 2人 0人 2人 3 農地維持 研修 3 事務・組織運営等に関する研修 事務・安全研修

9/27 9:00 3.0時間 4人 1人 5人 4 5 30

農地維持

農地維持

共同

農用地

農用地

農用地

4 遊休農地発生防止のための保全管理

5 畦畔・法面・防風林の草刈り

30 農用地の軽微な補修等

役員により実施状況を確認

雑草対策

3/27 300 - 会議 300 会議 総会予定

農業者
農業者

以外
合計

23人 5人 28人

★「取組番号」欄には、実施要領別記1-2の国が定める活動指針における取組の番号及び要領第1の２の(1)に基づき都道府県が定める要綱基本方針において追加された
   取組の番号を記入します。その他、事務処理は200番、会議等は300番を記入します。
　同一日に複数の取組を行った場合は、該当する全ての取組番号を左詰めで一行に記入してください。番号欄が足りない場合は、複数行に分けて記入してください。

活動実施日時 活動参加人数

活動項目番号（左詰め）

活動内容

備考

（具体的な活動内容を記入）日付
実施時間

農業者
農業者

以外

総参加

人数
支払区分 活動区分 活動項目

活動に参加した最大人数

必ず、「点検、機能診断」を実施して、

「計画策定」後に活動を実施してください。

1日の実施項目が多い場合は、行を

追加してください。

休憩時間を除いて活動の実施時間を30分単位

で記入します。

「活動参加人数」欄の「農業者」「農業者以外」の項目で年間最大となっている参加人数を選んでここに記入します。

※エクセル様式では自動作成されます。

新規および再認定組織については、いきなり草刈、泥上げで結構です。

設立総会後に、点検診断、計画策定を実施して下さい。

「活動項目番号」欄へは本研修会資料のＰ3～6の実施予定活動項目一覧表

から該当する番号を左詰めで選択し入力します。

個々の農業者が実施した農用地の草刈りについては、期間終了後、役員等により確認を行ってください。

（様式第１－7号）

令和３年度　 多面的機能支払交付金 金銭出納簿 組織名：

日付 分類 区分 収入（円） 支出（円） 残高（円）
領収書

番号

活動

実施日
備考

長寿命化

への活用

4/1 １.前年度持越 1 110,365 110,365

4/30 ４.日当 1 24,000 86,365 1 4/1

4/30 ４.日当 1 80,000 6,365 2 4/10

4/30 ５.購入・リース費 1 5,000 1,365 2 4/10

5/15 ３.利子等 1 1,500 2,865

5/15 ７.その他支出 1 1,500 1,365 3 5/15

11/1 ２.交付金 1 1,029,104 1,030,469

11/2 ３.利子等 1 ▲ 1,500 1,028,969 3

11/3 ６.外注費 1 350,000 678,969 4 5/10

11/3 ４.日当 1 160,000 518,969 5 10/10

11/3 ５.購入・リース費 1 10,000 508,969 5 10/10

11/3 ７.その他支出 1 2,800 506,169 6 10/10

この線より上に行を挿入してください。

1,139,469 633,300 506,169

※領収書は、通し番号を記入した上で、必ず保管しておいてください。（領収書の保管の方法は袋等による保管でも構いません。）

お茶代

□□活動組織

★「分類」欄は、分類番号（１～８）から選択してください。

★「区分」欄には、農地維持・資源向上（共同）に係る収支は「１」を、資源向上（長寿命化）に係る収支は「２」を必ず入力してください。
　　区別ができない収支は「１」を記入してください。

★農地維持・資源向上（共同）の交付金を活用して資源向上（長寿命化）の活動を行った際の費用は、区分を「１」にし、「長寿命化への活用」欄に○を記入して
　ください。

★交付金交付前に活動資金を構成員が一時的に立て替えて会計口座へ繰り入れた場合は、収入欄にその立替額を記入してください。
　また、返済の際は返済額をマイナスの収入として収入欄に記入し、一時的な立替額が収入/支出の合計に計上されないようにしてください。

内　　容

前年度持越金（農地維持・共同）

点検・診断

草刈り等

草刈機借上げ

借入金

交付金（国・地方費）

借入金返還（5/15分）

水路委託工事費

草刈り等

草刈機借上げ

混合油代

合　　計

領収書と同じ日付（実際に支払いを行った日付）を記入します。

23ページまたは次ページに示す分類の「番号」を記入します。

※エクセル様式では番号をプルダウンで選ぶと費目も一緒に記入されます。

（本例はその場合を表示）

購入した資材や日当等の内容を具体的に

記入します。

農地維持・資源向上（共同）の支出は「1」

を記入します。

なお、長寿命化を区分ができない支出は

「1」を記入してください。

交付金交付前に活動資金を構成員が一時的に立て替えて会計口座に繰り

入れた場合は、収入欄にその立替額を記入してください。

また、返済の際は返済額をマイナスの収入として収入欄に計上し、一時的

な立替額が収入や支出の合計に計上されないようにしてください。

物品購入時の領収書と立替者に対する

領収書が必要です。

立替者への領収は資料31ページ参照

領収書に記載した整理番号を記入します。

分類7のうち、事務用品を除いてどの

活動日の支出かを記入します。
※活動記録へ必ず記載のある日付と

なります。

１． 総会又は運営委員会の実施時期

下記のとおり、総会又は運営委員会を開催し構成員の了解を得ています。

２．組織の広域化・体制強化の状況

２．組織の広域化・体制強化の計画下記にあてはまる場合は○を記入してください。

「計画」欄：活動計画書において計画した活動に「○」、計画外の活動項目に「－」を記入する。

（１）農地維持支払

農地維持支払交付金の交付を受けずに活動を実施した場合も記入してください。

計画 実施

〇 〇

実施日

4/1

実施日

11/11

実施日

〇 〇

〇 ×

〇 〇

〇 〇

〇 ×

〇 〇

〇 ×

〇 ×

〇 〇

〇 ×

〇 ×

〇 ×

総会予定日 令和　年　月　日

広域活動組織 特定非営利活動法人

開催日 令和　年　月　日

役員確認日 令和　年　月　日

研修
３　事務・組織運営等に関する研修、機械の安

全使用に関する研修

３． 多面的機能支払交付金に係る事業の成果

「実施」欄：活動要件を満たした活動項目に「○」、要件を満たせなかった場合や実施しなかった
　　　　　　場合に「×」を記入する。対象外の活動項目には「－」を記入する。

「備考」欄：「実施」欄に「○」を記入した場合は具体的な取組内容や研修実施日等を記入する。
　　　　　　「実施」欄に「×」を記入した場合は要件を満たせなかった理由や実施しなかった理由を記入する。

活動項目 取組 備考

遊休農地解消面積  a

５　畦畔・法面・防風林の草刈り

６　鳥獣害防護柵等の保守管理 点検の結果必要なし

〇

〇 市 or 町および推進協議会に
よる事務・安全研修会

× 令和4年度以降予定

４　遊休農地発生防止のための保全管理 〇 〇

農

道

10　農道の草刈り

11　農道側溝の泥上げ 点検の結果必要なし

12　路面の維持 点検の結果必要なし

水

路

７　水路の草刈り

８　水路の泥上げ

９　水路附帯施設の保守管理 点検の結果必要なし

共通 16　異常気象時の対応 異常気象未発生

た

め

池

13　ため池の草刈り

14　ため池の泥上げ 点検の結果必要なし

15　ため池附帯施設の保守管理 点検の結果必要なし

実

践

活

動

農

用

地

地

域

資

源

の

基

礎

的

な

保

全

活

動

点検・

計画策定

１　点検

２　年度活動計画の策定 〇 〇

実績報告を行うにあたり、当該年度の活動や収支
決算について総会に諮った日を記載してください。

※【実績報告時に総会を開催していない場合】

「役員確認日」・「総会予定日」の欄を追加し、役員にて

当該年度の活動や収支決算について確認を行った日

および、当該年度の活動や収支決算についてを諮る

総会の開催予定日を記載してください。

実施欄が【×】の場合は、

実施しなかった理由を記入。

「計画」欄・「実施」欄

※エクセル様式では一部を除き、活動計画書・活動記

録をもとに自動作成されます。

実施した場合・・・≪上段参考≫

【○】と【実施日とその内容】を記入。

実施日が複数日の場合は○/○等の記

載でよい。

実施しなかった場合・・・≪下段参考≫

【×】と【研修予定年度】を記入。

実施日欄があるものについては実施日を

記入。

実施日が複数日の場合は○/○等の記載

でよい。様式1-6 活動記録簿 様式1-7 金銭出納簿

様式1-8 実施状況報告書

作業日報

その他にも日
当支払簿や領
収書整理等の
多くの事務が

必要
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